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企業概要
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企業概要（2024年３月31日現在）

英和株式会社（EIWA CORPORATION）商号

1947年６月15日創業

阿部 吉典代表取締役社長

大阪府大阪市西区北堀江四丁目１番７号
東京都品川区西五反田一丁目31番１号（日本生命五反田ビル10階）

本社所在地

15億3,340万円資本金

366名連結従業員

東京証券取引所 スタンダード市場（証券コード：9857）上場市場

37カ所国内営業拠点

３社：双葉テック㈱、東武機器㈱、

英和双合儀器商貿（上海）有限公司
連結子会社

◆工業用計測制御機器、環境計測・分析機器、測定・検査機器、
産業機械の販売

◆以上の物の輸出入代理業務、仲立業、賃貸業、古物売買業
◆上記製品にかかわる施工、修理業務

事業内容

企業概要
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◆あらゆる業界に、４分野の商品を幅広く展開

◆景気変動の影響を受けにくい安定的な業績を維持

ガラス

自動車

官公庁

食品

鉄鋼

医薬品

造船
卸売業

電力・ガス

製造用機械・
電気機器

建設・プラント

化学

産業用装置・
重電設備

英和グループ

工業用計測
制御機器

環境計測・
分析機器

測定・検査
機器

産業機械

取引業界
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ビジネスモデル

シーズ
ニーズ

ユーザー
（得意先）

ワンストップ提案英和
の力

経験
ノウハウ

商品知識
情報

情報力

人材

製品
システム構築力社内

ネットワーク

情報入手

情報提供

情報入手

情報提供

ベストな商品

◆ものづくりを支える技術総合商社

◆独立系商社ゆえ系列に捉われない自由な商品提案が可能

◆ユーザーニーズを理解し、常に最適なあらゆるシステム・商品・サービスを
ワンストップで提供
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2024年３月期 連結決算概要
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計画比
2024年３月期

（期初計画）

前年
同期比

増減額2024年３月期2023年３月期
（単位：百万円）

103.1%42,0004.9%+2,008+43,29241,284売上高

119.2%1,95022.8%+431+2,3251,894営業利益

121.1%2,00022.3%+442+2,4211,979経常利益

125.9%1,32526.3%+347+1,6671,320親会社株主に帰属する

当期純利益

決算の概況

 トラックシャーシの供給不足の影響を受け、防災・復旧、国土強靭化に関連する特殊車両の販売が減少したもの
の、昨年度から積み上がった受注残を着実に売上へ転化したことに加え、設備稼働率の上昇に伴い、造船業界、
産業用装置・重電設備業界向けの販売が増加しました。また、脱炭素化に向けた環境対応投資や、生産設備の
安定稼働、生産性向上、品質向上を目的に老朽化した生産設備に付帯する機器の更新需要が堅調に推移した
ことにより販売が増加しました。お客様ニーズに沿った「コト売り」をはじめとする高付加価値営業の強化に取組
んだ結果、採算性も向上し、増収増益となりました。

連結決算概要

（注） 本資料中の金額は、百万円未満の端数を切捨てして表示しております。
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品目別売上高推移

（単位：百万円）

構成比前年同期比
2024年

３月期

2023年

３月期

2022年

３月期
（単位：百万円）

48.5%8.1%+20,99419,42117,604工業用計測
制御機器

10.0%25.3%+4,3423,4663,455環境計測・
分析機器

3.8%3.4%△1,6181,6751,601測定・
検査機器

37.7%2.3%△16,33616,72014,716産業機械

100.0%4.9%+43,29241,28437,378合計

産業機械
14,716 

16,720 16,336 

測定・検査
1,601 

1,675 1,618 
環境計測

3,455 

3,466 4,342 

工業用計測
17,604 

19,421 
20,994 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期
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品目別売上高

工業用計測制御機器

産業技術の基本となる計測制御技術を
安全性・信頼性で支える。

◆工業用センサー ◆制御機器
◆受信機器 ◆情報通信・変換機器

取扱い商品一例

17,604 
19,421 

20,994 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期

（単位：百万円）

＜2024年３月期 売上高 ＞
209億94百万円（前年同期比8.1%増）

稼働率の高い造船業界向けに各種センサーの販売が好
調に推移した他、生産設備の生産性向上、安定稼働、技
能継承を目的とした投資需要やリプレイス需要を取込み、
鉄鋼、電力、産業用装置・重電業界向けに各種プロセス
制御機器や情報通信機器の販売が堅調に推移しました。
また、お客様の課題を解決する各ソリューションの販売も
増加し、収益性の向上に寄与しました。

電波レベル計

IoT予兆保全システム

グラフィックレコーダー
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品目別売上高

環境計測・分析機器

『事業活動を通じ地球環境保全に貢献し
社会的責任を果たす』を重点テーマに、
ユーザーの環境改善対策に貢献。

◆水質・ガス・大気分析機器
◆気象観測機器
◆振動・騒音・臭気測定機器

3,455 3,466 

4,342 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期

（単位：百万円）

＜2024年３月期 売上高＞
43億42百万円（前年同期比25.3%増）

世界的な環境対策や労働環境改善意識への高まりを背
景に、大気、水質、振動の状況を常時監視する計測機
器や分析機器の投資需要を取込み、産業用装置・重電
設備、建設・プラント業界向けの販売が大幅に増加しま
した。また、コンビナート地区や社会インフラ市場を中心
に老朽化する生産設備やインフラ設備の更新需要を取
込み、水質計・大気分析計・ガス分析計の販売が堅調
に推移しました。

取扱い商品一例

地震計

複合ガス検知器
全窒素・全りん測定装置
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品目別売上高

測定・検査機器

研究開発や製品の検査を確かな品質で
サポート。

◆形状検査・試験機器◆非破壊検査・試験機器
◆材料検査・試験機器◆電力監視機器・システム

取扱い商品一例

1,601 1,675 1,618 

0

500

1,000

1,500

2,000

2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期

（単位：百万円）

＜2024年３月期 売上高＞
16億18百万円（前年同期比3.4%減）

生産設備の安定稼働につながる各種検査機器や保安
点検ソリューション、高精度で高品質な製品の性能確
認や脱炭素社会実現に向けたグリーンイノベーション
(GI)基金事業を活用した材料の研究開発投資を取込

み、鉄鋼、自動車関連業界向けに精密測定・検査機器
の販売が増加しましたが、化学業界向け大型検査機
器の販売が一巡し、全体では減少しました。

引張圧縮試験機三次元測定器

顕微鏡
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ポンプ 路面清掃車

バイオマスリサイクル リサイクルプラント

品目別売上高

産業機械

あらゆる生産設備・社会資本設備で活用
される産業機械のソリューションを提供。

◆油・空圧機器◆ポンプ・バルブ機器
◆道路維持機械◆エネルギー関連設備
◆各種装置

取扱い商品一例

14,716 
16,720 16,336 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期

（単位：百万円）

＜2024年３月期 売上高＞
163億36百万円（前年同期比2.3%減）

産業用装置・重電設備、自動車関連業界向けに産業機
械の大型案件の販売があった他、造船業界向けに排ガ
ス規制対応のためのバルブの販売、脱炭素社会に向け
注目されている水電解やメタネーションの研究に使用さ
れる各種評価装置やJARI標準セルの販売が堅調に推移

しました。一方で、トラックシャーシの供給不足の影響を
受け、防災・復旧、国土強靭化に関連する特殊車両の販
売が減少した結果、全体では減少しました。
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バランスシート（連結）

4,021 4,461 

27,584 27,478 

31,606 31,939 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

2023年３月期

期末

2024年３月期

期末

資産合計

流動資産

固定資産

（単位：百万円）

13,969 15,761 

728 180 

16,907 15,997 

31,606 31,939 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

2023年３月期

期末

2024年３月期

期末

負債純資産合計

流動負債

固定負債

純資産

（単位：百万円）

自己資本比率 ： 49.3％ （2023/03時点 44.2％）2024年３月期 ハイライト（カッコ内は前期比）

資産

◆支払手形及び買掛金： 6,373（△1,431）

仕入債務の支払いが進んだことにより減少しました。

◆純資産： 15,761（+1,791）
配当金の支払い（367百万円）により減少し、当期純利益
（1,667百万円）、その他有価証券評価差額金（238百万円）、
退職給付に係る調整累計額（240百万円）等により増加しました。

（単位：百万円） （単位：百万円）【増減の主な要因】 【増減の主な要因】負債・純資産

◆投資有価証券： 1,465（+341）
保有株式の株価上昇により、投資有価証券が増加しました。
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（単位：百万円）

連結キャッシュ・フロー

【増減の主な要因】
・長期借入金の返済 △126
・配当金の支払い △366

【増減の主な要因】
・有形固定資産の取得 △13

【増減の主な要因】
・税金等調整前当期純利益 2,421
・その他の流動資産の減少 182
・仕入債務の減少 △994
・その他の流動負債の減少 △223
・法人税等の支払い △789
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2025年３月期 連結計画
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2025年３月期 連結計画

前年同期比増減額2025年３月期2024年３月期
（単位：百万円）

1.6%+707+44,00043,292売上高

1.1%+24+2,3502,325営業利益

0.5%△11△2,4102,421経常利益

0.7%+12+1,6801,667
親会社株主に帰属する

当期純利益

0.7%+1.89+265.45263.56１株当たり当期純利益

見通し

 日本経済は、企業業績の回復、所得環境の改善を受けて経済活動は回復基調を維持する見込みですが、長期化する国
際紛争や欧米諸国での金融引き締め、中国経済の減速、原材料価格やエネルギー価格の高騰など、世界経済の先行き
は依然不透明な状況にあります。

 当社グループの主要事業領域である国内市場におきましては、労働人口の減少や気候変動による事業への影響を重要
な経営課題の一つと捉え、生産性向上に資するデジタル技術の導入、カーボンニュートラルの実現を見据えた省エネル
ギー化やCO2排出量削減に貢献する素材開発の他、企業価値向上の観点からも人的資本投資への取組み、安心・安全・
品質の向上やインフラ設備の維持・管理、国土強靭化や防災・減災対策に関連する設備投資が見込まれます。

円 銭 円 銭 円 銭



18Copyright (C) EIWA Corp. 2024

（単位：百万円）

品目別売上高見通し

構成比前年同期比
2025年

３月期

2024年

３月期

2023年

３月期
（単位：百万円）

48.6%1.9%+21,40020,99419,421工業用計測
制御機器

9.1%7.9%△4,0004,3423,466環境計測・
分析機器

3.8%2.0%+1,6501,6181,675測定・
検査機器

38.5%3.8%+16,95016,33616,720産業機械

100.0%1.6%+44,00043,29241,284合計

産業機械

16,720 16,336 16,950 

測定･検査

1,675 
1,618 1,650 

環境計測

3,466 
4,342 4,000 

工業用計測
19,421 

20,994 21,400 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期
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業界別売上高見通し

（単位：百万円）

その他

11,008 
11,575 11,890 

電力 1,475 1,254 1,260 
鉄鋼 2,397 2,788 2,900 
造船 3,136 

3,986 4,100 

化学 4,440 
4,412 4,500 

産業用装置・重電
5,026 

5,838 5,750 

製造用機械・電気
6,106 

5,892 6,000 

建設・プラント
7,693 

7,544 
7,600 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期

構成比前年同期比2025年３月期2024年３月期2023年３月期
（単位：百万円）

17.3%0.7%+7,6007,5447,693建設・プラント

13.6%1.8%+6,0005,8926,106製造用機械・
電気機器

13.1%1.5%△5,7505,8385,026産業用装置・
重電設備

10.2%2.0%+4,5004,4124,440化学

9.3%2.8%+4,1003,9863,136造船

6.6%4.0%+2,9002,7882,397
鉄鋼・

金属製品

2.9%0.4%+1,2601,2541,475電力・ガス

27.0%2.7%+11,89011,57511,008その他

100.0%1.6%+44,00043,29241,284合計
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中期３ヵ年経営計画
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2023年度～2025年度 経営基本方針

持続可能な成長に向けた５Ｓの強化
５Ｓ 『社員(Staff)、スキル(Skill)、戦略(Strategy)、組織(Structure)、システム・制度(System)』

中期３ヵ年経営計画 経営基本方針

社是
経営理念

システム･制度
Ｓystem

戦略
Ｓtrategy

組織
Ｓtructure

スキル
Ｓkill

社員
Ｓtaff

外部環境

市場環境
顧客動向

競合

規制・経済
社会・技術
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経営基盤の強化

ガバナンス人材 社内ＤＸ

中期３ヵ年経営計画 重点戦略

財務体質組織体制

企業価値の向上

グループ総合力強化

事業領域の深化と拡大

重点戦略

サステナビリティ経営

成長の実現

既存顧客への深耕開発 ・ 成長ビジネスへの注力
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 少子高齢化による労働人口の減少や技能継承の停滞といったお客様の経営課題の解決に
つながるデジタルトランスフォーメーション(DX)の実現をテーマに、デジタル技術を活用した
生産設備の自動化や予知保全の導入による保全業務の効率化につながる各種センサー
や情報通信機器の拡販

 カーボンニュートラルやサーキュラーエコノミーへの取組みがグローバルに加速する中、
グリーントランスフォーメーション(GX)を推進し、環境負荷低減に資する商品や水素・アンモ
ニアを利活用する先端技術開発分野への各種ソリューションの提供

 自然災害に対する防災・減災対策や国土強靭化に関連する道路維持機械・特殊車両や
産業機械の拡販

 お客様に寄り添った現場密着営業により、顧客ニーズにマッチした新商材の発掘と幅広い
商品提案によるクロス・セリングの推進

当社の強みである優良顧客、全国展開した営業拠点網、独立系商社を活かした提案営業を
推進しながら業容の拡大を図っていくとともに、国内市場の縮小に備え、海外との輸出入の拡
大やグローバル人材の育成にも努める。

中・長期的観点から企業価値拡大を図るため、取扱い商材の拡充、国内販売体制の強化、
成長分野への取組み強化を目的とした企業買収、戦略的提携等も視野に入れ事業を展開する。

中期３ヵ年経営計画 重点戦略

重点戦略
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（単位：百万円）

中期３ヵ年経営計画（定量計画の見直し）

中期３ヵ年経営計画の初年度、期初に公表した定量計画及び期中に修正した
見通しを超過達成したことから、定量計画の見直しをいたしました。

中期３ヵ年経営計画

(*)中計公表時：2023年6月2日

41,284
43,292 43,000 44,000 45,000 45,000

47,000

1,979 
2,421 

2,050 
2,410 

2,150 
2,460 2,560 

(*)中計公表時
の計画

(新)計画
(*)中計公表時

の計画
(新)計画 (新)予測実績実績

2022年度

売上高 経常利益

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度
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事業を通じ地球環境保全に貢献

• 販売を通じた環境への
取組み

• 環境保全活動

サステナビリティ

サステナビリティの取組み

Ｅ

多様な人材の育成とワークライフ
バランスの推進

• 人材の活躍促進
• ワークライフバランスの推進
• 社会・地域貢献活動

コーポレート・ガバナンスの維持向上

• ガバナンス

Ｓ

Ｇ

• 人的資本投資の拡大、人材の採用・育成・定着
• 資格取得支援、通信教育制度の充実
• 女性活躍推進、育児休暇制度の運用
• 年休取得奨励日の実施
• 社内ＤＸの推進
• インターンシップの受入れ

• 環境配慮型製品の販売、新商材の発掘
• サーキュラーエコノミー、省エネルギー化を推進する

産業機械の拡販
• 水素、アンモニア、メタネーションといった脱炭素の

取組みに寄与するソリューション提案
• ISO14001に基づいた環境マネジメントシステムの運用
• 営業車へのエコカー導入

• ガバナンス体制の維持向上
• リスクマネジメントの強化
• コンプライアンスの徹底
• 情報セキュリティの徹底

３つのマテリアリティ 主な取組み（進捗内容）

すべてのステークホルダーに価値を提供すべくグループの持続的な成長を目指し、３つの
マテリアリティに対して、事業活動や経営基盤の強化といった中期経営計画の施策を通じて
取組み、サステナビリティ経営を推進してまいります。
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2023年９月30日発売号の「Newsweek（国際版）」及び英国通信会社The Worldfolio社のWEBニュー
スに、当社代表取締役社長 阿部 吉典のインタビュー記事が掲載されました。

「Newsweek国際版」は、日本を含む世界59か国、4600万人以上に
読まれている主に政治や社会情勢などを伝える米国の週刊誌です。

「Newsweek国際版」では、『The evolving role 
of EIWA in ever-changing times』、変化の激し
い時代の中で進化するEIWAの役割をテーマに、

創業以来わが国のものづくりを支える技術総合
商社として、製造子会社の機能を活用し顧客の
問題を解決する「コト売り」への取組み、脱炭素
化を志向する企業や自治体等へのソリューショ
ン提案、海外戦略に関する記事が掲載されてい
ます。

当社はこれからもお取引先様や社会から必要と
される企業であり続けるための努力を続け、更
なる飛躍を目指してまいります。

米国雑誌『Newsweek(国際版)』に掲載されました

海外メディア掲載のご紹介
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中期３ヵ年経営計画

（単位：百万円）

2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期

ROE
（自己資本利益率） 10.3% 8.7% 9.9% 11.2%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期 2027年３月期

売上高（左軸）

経常利益（右軸）

当期純利益（右軸）

（計画） （予測）（計画）

安定的にROE10.0%を
目指します

2026年３月期
目標

10.0%
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株主還元策

0

20

40

60

80

第74期

（2021年３月期）

第75期

（2022年３月期）

第76期

（2023年３月期）

第77期

（2024年３月期）

第78期（予想）

（2025年３月期）

（単位：円）

第78期（予想）
（2025年３月期）

第77期
（2024年３月期）

第76期
（2023年３月期）

第75期
（2022年３月期）

第74期
（2021年３月期）

70円65円53円39円39円

（※２） 継続保有３年以上継続保有３年未満保有株式数

1,000円分500円分100株以上500株未満

2,000円分1,000円分500株以上

見本

普通配当

株主優待

（※２） 「継続保有３年以上」とは、当社株主名簿に同一株主番号で継続して３年以上記載されることとします。

１．対象となる株主様 毎年３月末日現在の当社株主名簿に記載された株主様を対象といたします。

２．優待の内容 以下の基準により保有株式数と保有年数に応じてクオ・カードを進呈いたします。
毎年１回、当社定時株主総会終了後の６月下旬に発送いたします。

（※１）2024年３月期の期末配当金は、
2024年６月開催予定の株主総会
にて付議予定です。

（※１）
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「資本コストや株価を意識した経営の実現」
に向けた取組み
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■ 当社グループは、2023年４月よりスタートした新中期３ヵ年経営計画の初年度である2023年度の

業績は、生産設備に付帯する機器の更新需要や生産性向上を目的とした投資需要を取込んだ
他、お客様ニーズに沿った「コト売り」をはじめとする高付加価値営業の強化に取組んだ結果、
期初に公表した計画及び期中に修正した見通しを超過達成しました。

■ ＲＯＥ（自己資本利益率）は１０％前後、ＰＢＲ（株価純資産倍率）は足元０.９倍前後で推移して
おり、良好な収益性に対し、株価は市場の期待を下回る水準にあると認識しております。

■ この様な状況は、
・当社グループの事業内容や持続的な成長に向けた重点戦略が、株主・投資家の皆様から

十分な理解を得られていないこと
・当社株式の流動性が低く、出来高が低いこと
・時価総額が小さく、機関投資家の投資対象になりにくいこと

等が要因であると認識しております。

「資本コストや株価を意識した経営の実現」に向けた取組み

現状評価
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936 909 

1,238 1,258 1,285 

2,190 

19年３月期 20年３月期 21年３月期 22年３月期 23年３月期 24年３月期

期末株価（円）

9.8
10.9 10.3

8.7
9.9

11.2

19年３月期 20年３月期 21年３月期 22年３月期 23年３月期 24年３月期

ＲＯＥ（%）

0.60 0.54
0.66 0.62 0.58

0.88

19年３月期 20年３月期 21年３月期 22年３月期 23年３月期 24年３月期

ＰＢＲ（倍）

「資本コストや株価を意識した経営の実現」に向けた取組み

現状分析

6.3
5.1

6.7 7.5
6.2

8.3

19年３月期 20年３月期 21年３月期 22年３月期 23年３月期 24年３月期

ＰＥＲ（倍）
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■ 中期経営計画に掲げている重点戦略の確実な遂行による収益性の向上
・ 既存顧客への深耕開発
・ 成長ビジネスへの注力（ＤＸ、ＧＸ、社会資本整備、新市場、海外市場）
・ 成長分野への投資（Ｍ＆Ａ、スタートアップ企業への出資）

（１）収益性の向上

「資本コストや株価を意識した経営の実現」に向けた取組み

具体的な取組み内容

■ 資本コストや株価を意識した経営の実現に向け、
（１）収益性の向上
（２）サステナビリティ経営の推進
（３）ステークホルダー・エンゲージメントの強化

を通じて、ＲＯＥを安定的に１０％を目指すとともに、ＰＢＲの向上を図ってまいります。

改善に向けた方針・目標
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（３）ステークホルダー・エンゲージメントの強化

■ 安定配当の継続、利益向上による増配を目指す
■ 定量、定性情報の開示充実
■ 個人投資家向け会社説明会、機関投資家向け決算説明会の開催
■ 投資家との建設的な対話を行い、経営陣へのフィードバックによる企業の持続的成長と企業

価値向上を図る
■ ホームページのリニューアル、株主通信、株主様アンケートを進め、より充実した情報を発信

する

「資本コストや株価を意識した経営の実現」に向けた取組み

（２）サステナビリティ経営の推進

■ サステナビリティ委員会を通じて気候変動への対応（環境配慮型製品の拡販）
■ 多様な人材の育成とワークライフバランスの推進

（人材の活躍推進、階層別社員教育の実施、女性活躍推進、働きがいのある職場の実現）
■ コーポレートガバナンスの維持向上
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営業施策 振返り・重点戦略
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中期３ヵ年経営計画 重点戦略

事業領域の深化と拡大

重点戦略

経営資源の最大活用
 優良な取引先
 人材・組織
 財務体質

 社内ＤＸ
 ガバナンス
 グループシナジー

既存顧客への深耕開発 成長ビジネスへの注力

「変化はチャンス」と捉え、重点戦略を推進
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営業施策：重点戦略

重点戦略

収 益 性

成

長

性

ソリューション

カーボンニュートラル

サーキュラーエコノミー

ＤＸ・ＡＩ・ロボット

新ソリューション創出
(環境･DX)

ＧＸ

コンポーネント販売
既存ソリューション

変化に強い経営基盤の強化

・人的資本経営の推進
・財務体質の強化
・経営管理の高度化
・社内ＤＸの強化
・サステナビリティの推進
・ＩＲ活動の強化
・グループシナジーの強化
・Ｍ＆Ａ、戦略的提携

「変化はチャンス」と捉え、重点戦略を推進

設置工事・施工管理

メンテナンス

①成長性：デジタル技術を活用した生産性向上や効率化、気候変動問題への解決取組み
を新たな成長性の高い領域として設定

②収益性：クロス・セリングの推進により、更新需要や新たなリピートオーダーによる既存
顧客への深耕開発を設定

リピートオーダー
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 現場密着営業の推進
・ 当社グループの強みを活かし、現場密着営業による更なる提案営業の推進
・ 幅広い商品群の提案によるクロス・セリングの推進
・ 顧客ニーズにマッチした新商材の発掘
・ 老朽化した生産設備の更新提案
・ 安心・安全・品質の向上につながる提案営業の推進

既存顧客への深耕開発

成長ビジネスへの注力

 デジタルトランスフォーメーション(DX)
・ デジタル技術を活用した生産設備の自動化や保全業務の効率化をテーマとした

新たなソリューションの提案

 グリーントランスフォーメーション(GX)
・ 環境負荷低減に資する商品、水素・アンモニアを利活用する先端技術開発分野への提案
・ サーキュラーエコノミー実現に向けた提案

 社会資本整備（社会インフラ市場）
・ 防災・減災、国土強靭化に関連する道路維持機械、特殊車両の拡販・提案

 新市場、海外市場への展開
・ 台湾現地法人の設立

営業施策：重点戦略
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現場密着営業の推進
• 商品の長納期化は改善（特殊車両は除く）
• 老朽化した生産設備の更新需要や定期修理需要を獲得

（コンビナートエリア）
• 設備稼働率の上昇や新たなリピート品の採用により、機器

の販売が増加（造船業界、産業用装置・重電設備業界等）
• 安心・安全・品質の向上、技能継承、職場環境・作業環境の

改善に関する投資需要を獲得

結果

• お客様の課題解決につながる各種ソリューションの提案
• 予兆保全に欠かすことのできない各種センサーの提案
• 保全業務の効率化を推進するタブレット端末、スマート

保安の提案
• 顧客ニーズにマッチした新商材の発掘、幅広い商品

提案によるクロス・セリングの推進

重

点

戦

略

既存顧客への深耕開発

成長ビジネスへの注力

重点項目

デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）
• 少子高齢化への対応として、生産性向上や効率化につな

がる各種ソリューション販売が増加し、収益性の向上に寄与
• 設備状態を監視する各種センサー、情報通信機器、監視カメ

ラの販売が増加
• 現場帳票のスマート化、デジタル端末による保全ソリューショ

ンの販売が増加
• 労働人口の減少を背景に、工期の遅れが発生

• お客様の課題解決につながる情報通信機器や各種
ソリューションの提案

• 予兆保全に欠かすことのできない各種センサーの提案
• 保全業務の効率化を推進するタブレット端末、スマート

保安の提案

重

点

戦

略

結果

重点項目

営業施策：進捗状況（１）
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グリーントランスフォーメーション（ＧＸ） • 大気、水質、振動の状況を常時監視する計測機器・分析
機器の販売が増加

• グリーンイノベーション(GI)基金事業に採択された研究開発
投資案件への計測機器、分析計の販売

• 水電解、メタネーションの研究に使用される各種評価装置、
電気化学的還元セルの販売（トピックス①）

• リサイクルプラント案件受注するも、工期が長く、売上への
寄与は限定的

• 環境負荷低減に資する商品の提案
• 水素・アンモニアを利活用する先端技術開発分野への

ソリューション提案
• リニアから循環経済へ原材料転換及び資源リサイクル

システムの構築を提案

重

点

戦

略

重点項目

社会資本整備（社会インフラ市場）
• トラックシャーシの供給不足の影響を受け、特殊車両の販売

が減少
• 取扱車両の種類拡充や車両機能の強化を図った
• 防災・減災、国土強靭化をキーワードに、各種法規制に対応

する環境配慮型製品、省エネ機器、特殊車両の更新需要を
獲得（トピックス②）

• 防災・減災、国土強靭化に関連する道路維持機械、
特殊車両の拡販・提案

• 老朽化するインフラ設備（上下水処理施設等）の更新
を提案

重

点

戦

略

重点項目

成長ビジネスへの注力

営業施策：進捗状況（２）

結果

結果
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 「e-methane」とはグリーン水素等の非化石エネルギー源を原料として製造された合成メタンに対して用いる
呼称です。
 「メタネーション」とは、水素とCO2から都市ガス原料の主成分であるメタンを合成することを言います。合成時
に用いられる水素に再生可能エネルギー（太陽光発電の余剰電力を水電解して得たグリーン水素等）を使用し
ていれば、合成メタン燃焼時に排出されるCO2と合成時に回収されたCO2がオフセット（相殺）されるため、大気
中のCO2は増加しないという、カーボンニュートラルの考え方が適用されます。
  このように、グリーン水素等の非化石エネルギー源を原料として製造された合成メタンを「e-methane」と呼び、
環境にクリーンで、カーボンニュートラルなエネルギーとしての合成メタンを「e-methane」と定義しています。

 当社ではこの「e-methane」の研究開発に関連し、電気化学的還元（PEMCO2還元）により水とCO2から直接
メタンを合成する技術の研究開発用にセル、スタック、試験装置等を納入しています。
 また、この技術は「e-fuel（合成燃料）」に適用できる可能性もあることから、「e-fuel」の研究開発用途でもお問
い合わせをいただいております。

電気化学的還元セル

e-メタン（合成メタン）の製造から利用の流れ

トピックス①営業施策：進捗状況（３）【カーボンニュートラル】
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当社は、中期３ヵ年経営計画の重点戦略に掲げるテーマの１つである「社会資本整備」市場において、
この度、むつ小川原石油備蓄株式会社様から大型化学高所放水車を受注し、2024年３月にお客様へ
の引渡しを完了いたしました。

当案件は、石油を貯蔵する屋外タンク火災の消火
を主目的に、国家石油備蓄基地の災害対策車両とし
て配備されるもので、オペレーターの操作負担軽減と
安全性を考慮した最新機能を搭載する消防車両です。

わが国では、気候変動の影響等による風水害の

頻発や激甚化、また巨大地震の発生等が懸念され、
国土・産業政策も含めた総合的な国土強靭化対策が
推進されています。

今後も長年培った工業計測制御機器、特殊車両の
納入経験と、全国展開したセールスネットワークを
生かし、現場密着営業によるお客様のお困りごとや、
ご要望に応じたベストなソリューション提案を実施して
まいります。

大型化学高所放水車を受注

営業施策：進捗状況（４）【社会資本整備：国土強靭化】 トピックス②
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現地法人概要

台湾英和電子股份有限公司（TAIWAN EIWA CORPORATION）名称

台湾・台北市中正區衡陽路51號12樓308室所在地

董事長 久慈 久（当社 執行役員 国際営業ブロック長）代表者

工業用計測制御機器の輸出入・販売事業内容

20,000,000台湾ドル資本金

2024年５月７日（営業開始日2024年７月１日）設立年月日

当社 100%出資比率

■設立の目的
成長著しいアジア市場において、その中心に位置する台湾に現地拠点を設置し、日本、中国の現地
法人と連携して、グローバルユーザーへの深耕とサポートを行う。

■業績に与える影響
本件が当社連結業績に与える影響は軽微であると見込んでおります。なお、今後開示すべき事項が
発生した場合は、速やかに公表いたします。

台湾現地法人設立

営業施策：進捗状況（５）
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営業施策 注力商品・施策
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営業施策：注力商品・施策 【ＤＸ導入のご提案】

遠隔業務支援システム

※当社オリジナルカタログより抜粋

センサーによる予兆保全

データ解析による効率化、重故障回避、誤操作・誤判断の防止、
定期修理から予兆保全へ

トラブルゼロを実現へ

現場帳票のスマート化

「紙」から「データ」へ置換えることで持ち運びに便利、コスト削減、
見たいときに見たい内容を現場で確認可能

生産性向上のため、本部と現場をリアルタイムに接続し、ライブ
通信、クラウド常時録画が可能
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営業施策：注力商品・施策 【ＧＸ：サーキュラーエコノミー】

リニアから循環経済へ
原材料転換及び資源リサイクルシステムの構築に貢献

・ 産業廃棄物と事業系一般廃棄物のサーマルと
マテリアルリサイクルの促進

・ 下水汚泥のエネルギー転換に参入

・ 地域特性に応じた未利用熱の有効活用を提案

サーキュラーエコノミー

お客様のご要望、使用環境に応じたプラント稼働監視
システムを提供してまいります。

IoTモニタリングシステム
（プラント稼働監視）

ワンストップソリューション対応

※当社オリジナルカタログより抜粋
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営業施策：注力商品・施策 【ＧＸ：カーボンニュートラル】

◇技術用途

・水電解 ： 水を電気分解して水素を取出す技術

再生可能エネルギー由来の電力を用いれば、その水素はグリーン水素と呼ばれる

・メタネーション ： 水素とCO2を化学反応させ、都市ガスの主成分であるメタンを合成する技術

・CO2電解還元 ： CO2をセルに供給、還元することで一酸化炭素やエチレングリコールなどの化学品原料に
変換し、高付加価値の化学品を製造する

・燃料電池 ： 水素と酸素の化学反応により、水を生成する過程で電気を発電する技術

・ 水素、脱炭素に関する研究開発に必要な各種試験用セル、スタックやMEA、試験評価装置まで

お客様のニーズにあわせたソリューション対応が可能

・ 各種機器、装置の納入、設置から立上げまで実施

カーボンニュートラル
当社は、2002年に財団法人日本自動車研究所と固体高分子形燃料電池標準セル
（JARI標準セル）の製造・販売の契約を締結しています

【各種電解単セル・スタック】

・サイズ：約110×110×70mm～

【各種MEA】

・サイズ：１cm2～
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営業施策：注力商品・施策 【社会資本整備：国土強靭化、防災・災害対策】

道路維持機械、特殊車両

社会資本ストックの整備・高度化と、
安全安心につながる生活インフラの維持に貢献

・ 道路の維持補修機械の提供が可能

・ 二次災害のリスク軽減、防災・災害対策の提案が可能

・ お客様の構想を具体化すべく、的確な車両の選定、
架装検討から車検登録手続きまでワンストップで対応

道路建設工事における安全安心の向上、労働災害
軽減を目的に、自動ブレーキ機能搭載の様々な特殊
車両を提案してまいります。

災害発生時に派遣される給水車の営業強化に取組む
とともに、人口減少が続く過疎地への新たな配水手法
として、厚生労働省がガイドラインを出した生活インフ
ラを支える「運搬送水」に着目し、調査研究を図ってま
いります。

防災・災害対策、運搬送水

日本ハイウェイ・サービス株式会社のグループ会社様
と共同開発した融雪車の取扱いを開始しました。

下記は、路肩に余裕がない都市高速では降雪時に
除雪するスペースの確保に苦慮するという声に応え
て開発した車両です。

融雪車

労働災害軽減

※当社オリジナルカタログより抜粋

ロードローラ
（自動ブレーキシステム搭載）

融雪車

運搬送水
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本資料に関するお問い合せ先

経営戦略部

TEL：06-6539-4816

E-Mail：ir-info@eiwa-net.co.jp

URL：https://www.eiwa-net.co.jp

（注）この決算説明資料に記載されている売上高及び利益等の計画金額は、いずれも当社グループ会社の事業に関連する業
界の動向についての見通しを含む国内及び諸外国の経済状況、並びに各種通貨間の為替レートの変動その他の業績に影響
を与える要因についての現時点での入手可能な情報をもとにした見通しを前提としています。これらは、市況、競合状況、新規
取扱商品の導入及びその成否等、多くの不確実な要因の影響を受けるため、実際の売上高及び利益等は、この資料に記載さ
れている計画とは大きく異なる場合があります。本情報及び資料の利用は、利用者の判断によって行ってくださいますようお願
いいたします。本資料利用の結果生じたいかなる損害についても、当社は一切責任を負いません。


